
















役務―第１号様式（業者特定理由書） 
 

   備考 個の様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

契約担当  予算執行課 
総務部長 総務課長 調査担当係長 係  配水担当部長 給水装置課長 業務係長 係 

         

 
 

 

業者特定理由書 

 
下記の理由により業者を特定する。 
 

記 
 

1 件  名 水道料金システム影響調査業務 
2 事業者名 BIPROGY株式会社 北海道支店 
3 特定理由  

給水装置課では、令和８年度から給水装置工事の申請を電子で受け付けるシステム

（以下、給水装置工事電子申請システム）の構築を予定している。当該システムでは、

申請手数料等の納付手段の拡充も検討している。 

本業務は、給水装置工事電子申請システム構築に伴う料金システムへの影響を調査

し、料金システムの改修に向けて開発範囲を確定させる業務である。この業務を的確に

実施するためには、水道料金システム全体に対する正確な知識と熟練された経験が必要

となる。また、本システムの構築情報は、外部に公開されていないことから他社では、

業務を遂行することはできず、この業務を実施する能力を有している業者は、水道料金

システムの開発者であり、運用保守をしているBIPROGY株式会社の１社しか存在しな

い。 

このことから、BIPROGY株式会社を特定する。 

 
4 根拠規定 

地方公営企業法施行令第21条の13第1項第2号に該当すると判断されるため。 

 


